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き

はなく、広

気

平成21年度から

診療報酬改定が

安定した経

があります。 

し、前回の改革

ンでは踏み込むことのできなかった改善すべき問題点にまで踏み込んで計画

病院建設に向けて病院職員の士気も高まってきていると感じ

指してきていま

を貫徹することにより、安定した経営が継続

ります。 

その結果、更に広域から患者さんが来院し、医師をはじめとする医療スタッフに

とっても、ここで働き続けたくなるような魅力ある病院に変貌を遂げることを夢み

て、その実現に邁進する覚悟でありま

今後、これまで以上に市民の皆様に安全・安心な医療を提供するため、病院職員

が一丸となって取組みを進めて参りますので、市民の方々の御協力と御支援を切に

お願い申し上げます。 
 

平成24年６月 
 

病院事業管理者 平   則 夫  

はじめに 

 

この度、平成24年度から３ヵ年を計画期間とする「いわ

市病院事業中期経営計画」を策定し公表する運びとなりまし

た。 

総合磐城共立病院は、いわき市民の方々だけで

く福島県浜通りにお住まいの方々にとっても、病

た時の最後の砦としての地域中核病院の任を担っております

になられ

が、医療を取り巻く環境の厳しさも一因となり、近年、経営

的にも厳しい状況となっておりました。 

このことから、平成20年度に「市立病院改革プラン」を策定し、

３年間、その実現に取り組んで参りました。この間、平成22年度に

あり、収入増への追い風となったことなどにより、東日本大震災等の被害はあった

ものの、平成23年度の収支不足額は減少いたしました。しかしながら、

営基盤を確立するためには、経営改革の流れを更に加速させる必要

そのため、今回は病院経営の知識を有した専門家の知恵もお借り

プラ

を策定しました。しかし、計画は見た目がいくら良くても病院の全構成職員のやる

気なしには遂行することはできません。幸いにも、この３月に「いわき市新病院基

本構想」が決定し、新

ます。 

当院は、従来、高度先進医療を提供できる地域完結型の病院を目

すが、今回策定した「中期経営計画」

し、そして新病院が完成した暁には、今まで以上に高度な水準の医療が提供できる

病院を目指して参

す。 

病院事業管理者 平 則夫 
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Ⅰ 計画実現への想いと職員へのメッセージ 

 

ら、市内に

使命を果

師不

３ヵ年を計画期

う人材の確保・

安全で安心な医療を提供するための改革に取り組

営基盤の強化

行や、生活習慣病の増加を

医療

人口動態を大き

 

応えられない状

たサービス提供

・介護

制の制度改革に

取り組むなどとしております。 

このような状況下において、総合磐城共立病院には、地域における中核病院とし

て、時代に即した病院機能の充実・強化及び医療の質・技術力の更なる向上ととも

に、自立した健全な経営基盤の確立に向け、組織、更には、職員一人ひとりの主体

的な取組みを通じ、新たな視点を持ちながら自己変容できる体制が求められます。 

総合磐城共立病院は、新たな病院整備に向けた第一歩として、平成24年３月に「新

病院基本構想」を策定しました。この新病院建設を計画どおり円滑に進めるため、 

Ⅰ 計画実現への想いと職員へのメッセージ 

総合磐城共立病院は、昭和25年11月の開設以来、市民の

に育てていただき、また、先達が築き上げられた伝統に支えら

れ、その規模を

皆様

徐々に拡大しなが 留まらず、本県浜

通り地区の高度急性期医療を担う中核病院としての

して参りました。 

近年では、度重なる診療報酬のマイナス改定に加え、医

た

足の深刻化が進む中、自治体病院として市民の負託に応えられ

る持続可能な病院経営を目指し、平成19年度から地方公営企業  

法の全部適用へ移行しました。また、平成21年度から23年度までの

間とする「市立病院改革プラン」を平成20年度に策定し、医療を担

育成や患者サービスの充実など、

樋 渡 信 夫 病院長 

みました。更に、平成22年度には、常磐病院の診療機能を総合磐城共立病院に統合

し、１市１病院１施設へ移行するなど、これらの病院改革を通じて経

に取り組んできたところであります。 

しかしながら、近年、加速度的な少子高齢化社会の進

はじめとする疾病構造の変化、医療技術の進歩、情報化社会の進展等に伴い、

に求められる社会的ニーズがますます高度化・多様化・肥大化していることに加え、

特に、東日本大震災や福島第一原子力発電所事故の影響が、本市の

く変化させており、医療を取り巻く環境は激動の時代にあります。

一方、現在の社会保障制度については、この新たな時代の要請に

況になってきており、平成24年２月に閣議決定した「社会保障・税一体改革大綱」

において、安定した社会保障財源の確保等のため、段階的に消費税税率の引上げを

行うとともに、医療・介護等の分野においては、地域の実情に応じ

体制の効率化・重点化及び機能強化を図るため、平成24年度以降、診療報酬

報酬の改定や医療法等関連法の改正等を通じ、医療サービス提供体
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また、病院の基本方針に掲げる「高度医療、先進医療、救急医療の

質な医療の提供」を実現し、市民の皆様に将来にわたり安全で安心

るためには、

充実」及び「良

な医療を提供す

その支えとなるしっかりとした経営基盤の確立が何よりも重要になり

盤の確立を図る

った経営指針、

実現に向けて職員一人ひとり取り組むべき行動指針を明確にするた

を策定

割をしっかりと

適切に対応する

した。これまでに経験のない激甚な被害が及ぶ中、全職員一丸となっ

私と

この経験を一つの大きな教訓に、今後は、本計画に定めた将来ビジョンや取組み

事項等を共通の認識として、全職員が一丸となって、全力で「慈心妙手」による病

職員の皆さんの更なる取組みの

徹底に尽力をお願いいたします。 

 

 

平成24年６月 

 

総合磐城共立病院長 樋 渡 信 夫  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ます。 

そのため、新病院建設に向けた診療体制の整備や安定した経営基

とともに、今後、病院が目指すべき方向性や、中期的な見通しに立

更には、その

め、平成24年度から26年度までの３ヵ年を計画期間とする「中期経営計画」

いたしました。 

東日本大震災の発生時には、各部門とも非常時における自らの役

判断し、行動するとともに、それぞれが有機的に連携し、迅速かつ

ことができま

て、災害拠点病院としての使命と役割を十二分に果たすことができたことは、

しても大変誇り高く思っており、また、市民の皆様からも高く評価されているとこ

ろであります。 

院運営に邁進して参りたいと考えておりますので、
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Ⅱ 市立病院の概要

 

 Ⅱ 市立病院の概要 

１ 

病床数50床

、以降、いわき

守るため、安全

しています。 

ー、初期被ばく医療機関等の医療機能を有し、高度医療や急性期医療、政策的医

、臨床研修指定病院として、明日を担う医療従事者の育

 

２ 

⑴ 

療を提供し、

地域から信頼され、進歩し続ける病院を目指します。 

 

                                       
 

⑵ 基本方針 

２．地域と連携し、高度医療、先進医療、救急医療の充実に努めます。 

３．明日を担う医療従事者を育成します。 

４．患者さんと職員との信頼関係を築くことに努めます。 

５．安全で安心な医療を提供するため「チーム医療」を実践します。 

６．自治体病院として良質な医療の提供と健全経営に努めます。 
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病院の概要 

当院は、昭和25年11月に１市29町村から成る組合立の病院として、

で開設しました。その後、いわき市誕生と同時に市立病院となり

医療圏を中心とした地域の中核病院として、市民の生命と健康を

で安心な医療を提供するとともに、地域の医療水準の向上に貢献

また、救命救急センターや地域周産期母子医療センター、地域災害医療センタ

療の充実を図るとともに

成にも努めています。

 

病院の基本理念及び基本方針 

基本理念 

                                       

「慈心妙手」 
 

わたしたちは、市民の健康と生命を守るため、安全で安心な医

 

※ 「慈心」（じしん：相手を慈しみ思いやる気持ち）で患者さんに接し、 

※ 「妙手」（みょうしゅ：優れた医療技術）で診察、治療を行うことです。

                                       

１．浜通り地区の中核病院としての役割を担います。 

Ⅱ 市立病院の概要 



 Ⅱ 市立病院の概要

 

３ 病院の概況 
 

城共立病院 病 院 名 いわき市立総合磐

開 設 者 いわき市長 渡 辺 敬 夫 

病院事業管理者 平   則 夫 

院 長 樋 渡 信 夫 

病 床 、感染：６床) 数 ８２８床（一般：７５５床、精神：２１床、結核：４６床

標 榜 診 療

内科、呼吸器内科、循環器内科、消化器内科、神経内科、心療

血管外科、小児外科、整形外科、

科、泌尿器科、

耳鼻いんこう科、リハビリテーション科、放

科 脳神経外科、形成外科、精神科、小児科、皮膚

産婦人科、眼科、

内科、外科、呼吸器外科、心臓

射線科、救急科、麻酔科、歯科口腔外科 

院 内 標 榜
腎臓・膠原病科、病理科、未熟

科 
糖尿病・内分泌科、血液内科、

児・新生児科、疼痛外来 

専門高度診療 

セ ン タ

－大動脈ステン

センター、心血管治療センター、人工関節センター、
ー 

肝炎対策センター、炎症性腸疾患センター 

地域周産期母子医療センター、小切開心臓手術

トグラフト

特 殊 診

（Ｎ

ビリセンター、救命救急セ

ンター、訪問診療 

療 

人間ドック、中央集中治療室（ＣＴＵ）、新生児集中治療室

ＩＣＵ）、人工透析センター、リハ

認 定 事 項 

般病棟入院基本料（７対１）、結核病棟入院基本料（７対１）、

治療室管理料２、新生児特定集中

ョン病棟入院料２、小

 

一

救命救急入院料１、特定集中

治療室管理料２、回復期リハビリテーシ

児入院医療管理料２、入院時食事療養費（Ⅰ）

 

４ 近年に
 

平成17年度 ・「市立病院改革に係る基本方針」の決定 

おける病院改革 

平成18年度 ・「市立病院事業中期経営計画（Ｈ19～Ｈ22）」の策定 

平成19年度 ・地方公営企業法の全部適用への移行及び病院事業管理者の設置 

平成20年度 ・「市立病院改革プラン（Ｈ21～Ｈ23）」の策定 

平成22年度 
・総合磐城共立病院（本院）へ常磐病院（分院）の一部診療機能

を統合し「１市１病院１施設」へ移行 
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５ 病院事業の経営状況（患者数及び決算の推移） 
 

⑴

患者数については、この５年間において、入院が1.6万人・7.0％、外来が6.6

万人・22.9％それぞれ減少しています。 

（単位：人、％） 

23（見込）－Ｈ19 

 患者数の推移 

Ｈ
区分 19年度 20年度 21年度 22年度 

度 

） 減数 増減率 

23年

（見込 増

入院 1, 21 5 ,905 6,209 ▲7.0 23 114 7,166 215,921 212,1 6 214 ▲1

 １日当り 631.5 595.0 591.6 581.2 587.2 ▲44.3 ▲7.0

外来 288,811 262,357 245,290 230,701 222,584 ▲66,227 ▲22.9

 １日当り 1,178.8 1,079.7 1,013.6 949.4 912.2 ▲266.6 ▲22.6

   

収益的収支決算額については、平成19年度から平成21年度まで、各年度とも

10億円を超える純損失を計上しており、極めて深刻な経営状況でありました

が、平成22年度において、10年ぶりに診療報酬がプラス改定（全体改定率：＋

0.19％）されたことに加え、当院が「ＤＰＣ制度（急性期入院医療の診断群分

類に基づく定額報酬算定制度）」を導入したことにより、赤字額が大幅に改善

し、平成23年度決算においては、純損失額が４億円を下回る見込みとなってい

ます。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

患者数の推移（単位：人）

214,905

222,584

230,701

245,290

262,357

288,811

200,000

220,000

240,000

260,000

280,000

300,000

H23（見込）

231,114

212,156
215,921217,166

H19 H20 H21 H22

入院 外来

⑵ 収益的収支決算額の推移 
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位：百万円、％） （単

Ｈ23（見込）－Ｈ19 
区  分 19年度 20年度 21年度 

込） 減数 増減率 
22年度 

23年度 

（見 増

収 益 15,837 15,613 16,462 17,595 17,885 2,048 12.9

 うち入院収益 11,11 11,01 8 2 1,577 14.2 9 4 11,69 12,57 12,696

 当りの収
患 者 １ 人 １ 日 

入（円 8,1 5 9 379 9,128 10,936 22.7） 4 92 0,824 54,28 59, 5

 うち外来収益 2 7 553 ▲56 ▲2.1,705 2,499 2,54 2, 2,649

 当りの収入
患 者 １ 人 １ 日 

9 3 101 1,9 2,549 27.2（円） ,387 9,556 10,41 11, 1 36

費 用 7,6 17 6 001 18,27 643 3.6 1 32 ,326 18,08 18, 5

純 損 失 ▲1,795 ▲1,713 ▲1,624 ▲406 ▲390 1,405 ▲78.3

累積欠損金 1,795 3,508 5,132 6,408 6,798 - - 

診療報酬改定 - ▲0.82 - 0.19 - - - 

※ 診療報酬の改定率については、実質改定率を計上している。 

※ 平成22年度の累積欠損金については、旧常磐病院から引き継いだ870百万円を含む。 

   

 

⑶ 資本的収支決算額の推移 

資本的収支決算額については、病院情報システムの整備に伴う企業債償還金

の増加や福島県地域医療再生臨時特例基金事業補助金を活用した設備整備費

の増加等により、収支差のマイナスが拡大傾向にあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

単年度純損失（赤字額）の推移（単位：百万円）

▲ 1,624

▲ 1,713
▲ 1,795

▲ 1,600

▲ 390▲ 406

▲ 2,000

▲ 800

▲ 400

0

H19 H20 H21 H22 H23（見込）

▲ 1,200
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 Ⅱ 市立病院の概要

 

位：百万円、％） 

23（見込）－Ｈ19 

（単

Ｈ
20年度 21年度 22年度 

度

） 減数 増減率 

23年  

（見込  増
区 分 19年度 

収 入 1,689 1,909 ▲245 ▲14.51,433 1,888 1,444

支 出 2,174 2,402 2,001 2,624 2,168 ▲6 ▲0.3

収支差 ▲485 ▲493 ▲568 ▲736 ▲724 ▲239 49.3

※ 収支差については、損益勘定留保資金等により補填している。 

⑷ 一般会計繰入金の推移 

高度医療や政策的医療等の不採算部門

 

的 へ 金 2. 増加しており、

合計では8.3億円・38.9％の増加となっています。 

位：百万円、％） 

23（見込）－Ｈ19 

等に対する一般会計繰入金について

は、この５年間において、収益的収入への負担金及び補助金が5.3億円・35.0％、

資本 収入 の出資 及び補助金が 9億円・48.7％それぞれ

（単

Ｈ
区 分 19年度 20年度 21年度 

度

込） 減数 増減率 

23年  
22年度 

（見 増

2,020

（1,862）

2,056

（1,805）

533 

（282） 

35.0

（18.5）
負担金等 1,523 1,638 1,750

出資金等 600 618 682
862

（707）

892

（761）

292 

（161） 

48.7

（26.8）

計 2,123 2,256 2,432
2,882

（2,569）

2,948

（2,566）

825 

（443） 

38.9

（20.9）

※ （）内の金額については、各繰入金に含まれる旧常磐病院の事業清算に伴う補助金 

を除く。 

   一般会計繰入金の推移（単位：百 ）

2,432

2,948

2,882

2,256

2,123

2,000

2,250

2,500

2,750

3,000

H19 H20 H21 H22 H23（見込）

2,569 2,566 

万円

常磐病院事業清算補助金

を除いた場合 
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 Ⅱ 市立病院の概要

 

⑸

いては、この５年間において、13.4億円・76.4％の減と著しく

したが、平成23年度末においては、11.6億円まで増加しています。 

また、企業債残高については、この５年間 ・20.9％減少

百万円、％） 

 現金、長期借入金及び企業債残高の推移 

現金残高につ

減少しております。 

長期借入金残高については、平成18年度末に一般会計からの補助を受けて一

旦解消しま

において、11.7億円

しています。 

（単位：

Ｈ23（見込）－Ｈ19 
分 年度 20年 21年度 度 

23年度 

込 増減数 増減率 
区  19 度 22年

（見 ） 

現 金 残 高 1,760 521 1,555 117 416 ▲1,344 ▲76.4

長期借入金残高 0 0 1,000 1,300 1,160 1,160 皆増 

企業債残高 5,613 5,809 5,305 5,234 4,441 ▲1,172 ▲20.9

 

の総括 

年を計画期間とする「市立病院改革プラン」

同プランの実施計画に基づく各種取組み状況や数値目標に対する達

員会」という。）

 

計

６ 「市立病院改革プラン」

平成21年度から平成23年度の３ヵ

については、

成状況等に関し、「いわき市病院事業経営評価委員会」（以下「委

において、点検・評価しました。 

⑴ ３ヵ年の 画期間における主な取組み 
 

【実施計画１】 １市１病院１施設に向けて 

平成22年度において、総合磐城共立病院（本院）へ常磐病院（分院）の一部

診療機能を統合し「１市１病院１施設」へ移行した。 
 

【実施計画２】 安全・安心の医療提供を目指して 

医師の就業斡旋を行う民間事業者を活用するなど、医師採用に高い効果が期

待できる新たな方策に取り組むとともに、医師の負担を軽減するため、医師事

務補助職員を配置し、増員を行った。 

また、病院機能評価の認定取得や７対１看護体制及び急性期看護補助体制の

実施等を通じ、患者へのサービスの向上に取り組んだ。 

更には、地域における中核病院としての役割を果たすため、地域医療支援病

院の認定を取得するとともに、地域災害医療センターとしての機能強化に取り

組んだ。 
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 Ⅱ 市立病院の概要

 

【実施計画３】 安定した経営基盤の確立を目指して 

「ＤＰＣ制度（急性期入院医療の診断群分類に基づく定額報

の導入や、ＳＰＤ（院内物品・物流管理システム）による薬品

在庫管理の適正化、

酬算定制度）」

・診療材料等の

ジェネリック医薬品の使用促進による材料比率の低下に加

経営管理の強化

医療情報等の共有化に取り組

ュリティ対策をはじめとした情報管理強化のための体制整備

え、経営コンサルタントを活用した経営分析等の実施を通じ、

に取り組んだ。 

また、病院情報システムの円滑な運用を図り、

むほか、情報セキ

を実施した。 
 

、「経常収支比率」

給 退 金 ） い 期間最終年度と

3年度までに目標値を達成する見込みでありますが、「病床利用率

（一般病床）」については、目標値を達成できない見込みとなっております。 
 

 指  標  標 値 21年度 22年度 
23年度 Ｈ23（見込）の

目 標 値 比 較

⑵ 数値目標の達成状況 

「市立病院改革プラン」に設定した３つの数値目標のうち

及び「職員 与費率（ 職給与 を除く 」につ ては、計画

なる平成2

経  営  目
（見込） 

経常収支比率 95%程度 91.6% 98.1% 98.1% 3.1%程度
 
収益増加策と費用削減策を併せて講じることにより、計画期間最終年度の目標達成を

す。 目指しま
 
職員給与費比率 

（退職給与金を除く）

65%程度 63.9% 59.7% 60.

 （55%程度） （55.5%） （54.0%）

4% 

（51.0%） 

▲4.6%程度

（▲4.0%程度）
 
職員の定員管理の適正化及び適正配置の推進と併せて、医業収益の増加を図ることに

を目指します。 より、計画期間最終年度の目標達成
 
病床利用率 

（一般病床） 
90%程度 69.5% 75.7% 76.7% ▲13.3%程度

 
病床数の 期間最終年度の

目
 

適正化を図るとともに、ベッドコントロールを強化し、計画

標達成を目指します。 

 

⑶ 委員会から提出された意見（要旨） 
 

今後の病院事業の改善について 

 

■ 安全・安心な医療提供のための医師確保について 

市民に安全・安心な医療提供を継続的に実施するため、総合磐城共立病

院の医療レベルやチーム医療の実践に対応した人材の安定的な確保に努

めることが必要である。 
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 Ⅱ 市立病院の概要

 

今後の病院事業の改善について 

 

新病院建設の

ルなど、第三者評価機関

きである。 

■ 戦略的な病院価値の向上について 

総合磐城共立病院の機能を高い水準で維持していくため、

スケジュールも見据えながら、公益財団法人日本医療機能評価機構や米国

のジョイント・コミッション・インターナショナ

による認定の取得を進め、戦略的に病院の価値を高めるべ

■ 地方公営企業会計制度の見直しへの積極的な対応について 

 企業会計に準じた会計処理となることから、前向きな対応を行うべきで

ある。 

 

金の解消について 

模や地域の所得水準を考

最善を尽くすべ

■ 未収

医業収益の未収金については、病院の収入規

慮すれば多額であるとは言えないが、その解消に向けて

きである。 

 
また、病院改革においては、

■ 経営コンサルタントの有効活用と職員の意識改革について 

将来の病院像について職員全員が共有した上で、具体

し、より大きな成果を上げるため、経営コンサルタントを

きである。 

的な目標を設定

有効に活用すべ

職員の意識改革が極めて重要である。病院

ことを上手に利

は専門職の集団であるため、それぞれのベクトルを合わせることが困難で

あると考えられるが、他業種と違い、調和する部分が多い

用しながら、今後の方向付けをすることが重要である。 

今後の経営形態の検討に向けて 

 

病院の規模等を考慮すれば、非公務員型の地方独立行政法人への移行も視

あるが、単年度

退職給付引当金

設も含め、多方

また、平成 19 年度の地方公営企業法の全部適用への移行を機に、職員の

意識改革が進み、経営が改善されてきたほか、東日本大震災時においては、

災害拠点病院として適切な対応を行うなどの成果が上がっていることか

ら、今後の経営形態の検討に当たっても、理想的な病院運営について職員

自らが考えることで資質を向上させ、更なる経営改善につながっていく点

や、今回の震災等により市内に避難している約２万２千人の他町村の方々

をも考慮した広い視野での検討を行うべきと考える。 

野に入れながら、今後の経営形態の検討を進めていく必要が

決算の黒字化に加え、約70億円の累積欠損金や現在未計上の

等の金銭的な面の対応など、多くの課題がある。新病院の建

面からの検討を行う必要がある。 
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 Ⅱ 市立病院の概要

 

（参 考） 「市立病院改革プラン」収支計画に対する決算の状況 
 

○ 画          （単位：百万円） 

     分 21 年度 平成 22 年 平成 23 年度 

「市立病院改革プラン」計画期間における収支計         

区 平成 度 

総収益 19,42 18 18,2589 ,257 

 医業収益 17,3 1 16,07616 6,076 

 その他 2,113 2,181 2,182

総費用 21,066 19,3 19,12527 

 医業費用 20,12 18 18,3348 ,528 

  うち職員給与金 11,4 10 10,59667 ,763 

収
益
的

 その他 938 7 79199 

経常損益 ▲ 1,427 ▲ ▲ 730938 

純損益 

収
支 

▲ 1,637 ▲ 1,0 ▲ 86770 

 （減価償却費等を除く） ▲ 36 2733 97 

累積欠損金 5,553 6,6 7,49023 

収 入 1,56 1 1,3335 ,429 

 うち企業債 746 587587 

支 出 2,197 2,045 1,884

 うち建設改良費 81 5878 587 

 うち企業債償還金 1,361 1,433 1,267

資
本
的
収
支 

▲ 551差 引 ▲ 632 ▲ 616 

現金残高 ▲ 784 ▲ 1,288 ▲ 1,551

企業 6,2 4,753債残高 79 5,433 

一般 入金（看護学院を除く） 2,79 2 2,721会計繰 3 ,816 

 

「 改革プラン」計画期間 る決算の          （単位：百万円） 

 21 年度 平成 22 年度 平成 23 年度（見込）

○ 市立病院 におけ 状況       

区     分 平成  

総収益 16,46 17 17,8852 ,595 

 医業収益 14,66 15 15,7778 ,525 

 その他 1,794 2,0 2,10870 

総費用 18,08 18 18,2756 ,001 

 医業費用 17,307 17,290 17,585

  うち職員給与金 9,37 9 9,5291 ,266 

 その他 779 7 69011 

経常損益 

収
益
的
収

▲ 1,50 ▲ ▲ 3400 343 

支

純損益 ▲ 1,62 ▲ ▲ 3904  406 

 （減価償却費等を除く） ▲ 480 746844 

 

5,13 6 6,798累積欠損金 2 ,408 

収 入 1,433 1,888 1,444

 うち企業債 695 650 506

支 出 2,001 2,624 2,168

 うち建設改良費 784 930 600

 うち企業債償還金 1,199 1,571 1,299

資
本
的
収
支 

差 引 ▲ 568 ▲ 736 ▲ 724

現金残高 1,555 117 416

企業債残高 5,305 5,234 4,441

一般会計繰入金（看護学院を除く） 2,287 2,759 2,809 
※ 平成22年度の累積欠損金については、旧常磐病院から引き継いだ870百万円を含む。 
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Ⅲ 計画策定の趣旨

 Ⅲ 計画策定の趣旨 

１ 

中期的な見通しに立った経営指

向性となる「ビ

を設定する

実効性を高めるための「部門別アクションプラン」を作成することに

。 

 

 

を実現していく

理解の浸透が必要です。 

そのため、計画のビジョン及び基本方針の３ヵ年での実現をより具体的に進め

ていくに当たり、年度ごとにテーマを設定します。 

なお、病院を取り巻く経営環境の変化等に応じ、新たな取組み項目の追加や目

標の見直しを適宜行うなど、実態に即し、柔軟に対応します。 

 

 

 

 

 

 
 

   

 

 

 

 

 

Ⅲ 計画策定の趣旨 

 

計画の目的 

計画は、新病院建設に向けた診療体制の整備や安定した経営基盤の確立を図る

とともに、自治体病院として地域に果たす役割や

針を明確にするため、計画期間内において、病院が目指すべき方

ジョン」と、その達成に向けた「基本方針」を示します。 

また、計画のビジョン及び基本方針を実現するための「重点施策」

とともに、

より、職員一人ひとりが取り組むべき行動指針としての位置付けを持たせます

２ 計画の期間 

計画の期間は、平成24年度から平成26年度までの３ヵ年とします。 

３ 年度別テーマ設定 

中期的な計画期間として設定した３ヵ年において、多くのこと

ためには、病院の明確な方針の決定とその職員への

12 -

 

 

平成28年度 
 

 仕組み化の年 
 

改善風土の定着 
 

 

平成27年度 
 

 実践の年  
 

改善の実行 
 

 

平成23年度 
 

 計画の年  
 
３ヵ年の方針決定 

 

平成25年度 
（２年目） 

 

 仕組み化の年 
 

改善風土の定着 
 

 

平成24年度 
（１年目） 

  
 

 実践の年
 

改善の実行 

平成26年度 
（３年目） 

 

 改善の年  

仕組みの改善 
 

 計画の年  

ステップアップの準備 

 
平成29年度 

 

 改善の年  

 

平成30年度 
 

 実践の年  仕組みの改善 
 

 計画の年  
 

改善の実行 
 ステップアップの準備 



 Ⅳ 病院を取り巻く状況

 

 Ⅳ 病院を取り巻く状況 

 

景気の低

化、更には、東日本大震災や福島第一原子力発電所の事故

り巻く経営環

そのため、計画策定に当たり、「医療政策動向」、「外部環境」及び「内部環境」

の３つの視点から、当院を取り巻く経営環境を調査・分析しました。 

 

 

療の方向性（医療政策）を把握しておく

医療費抑制政策

革の中で、「2025

一度の診療報酬

や

付ける重要な年になります。 

ばならないこと

（以下「将来像」という。）における当院の目

指すべき医療機能の方向性です。将来像では、

当院が 性期医 的 性期、一般急性期及び亜

急性期というように３段階に細分化される見込みです。 

当院としては 中核病 ら、高度急性期医療を担っていく

な と考え 。 

急速な少子高齢化の進行や生活習慣病の増加等による疾病構造の変化、

迷や雇用状況の悪化が続く社会経済情勢、医療技術の進歩や医療ニーズの高度化・

多様化、医師不足の深刻

（以下「原発事故」という。）による人口動態の変化など、医療を取

境は激動の時代にあります。 

１ 医療政策動向分析（医療を取り巻く政策の動向に関する分析）

病院経営において、将来的な日本の医

ことは重要です。特に、長引く経済不況により、国家財政が逼迫している中にあ

っても、国民医療費は毎年１兆円近くの高い伸びを示しており、

は、今後、更に推進されることが予測されます。 

このような中、平成23年に、政府より、税・社会保障の一体改

年の医療・介護の姿」が提示されました。平成24年度は、６年に

及び介護報酬の同時改定の年であり、また、平成25年度には、「新医療計画」

「第５期介護保険事業計画」がスタートするなど、平成24年度から平成25年度に

かけては、中長期的な医療・介護の展望を方向

医療政策動向の考察において、当院として考えていかなけれ

は、「2025年の医療・介護の姿」

医療機能の更なる細分化が示され

ており、 担う急 療も、将来 には、高度急

、地域 院としての役割か

ことが使命に るもの られます
 

平成23（2011）年度 平成37（2025）年度 

【高度急性期】 22万床、15～16日程度 

【一般急性期】 46万床、９日程度 
病床数、 107万床、 

平均在院日数 19 ～ 20日程度 
【亜急性期等】 35万床、60日程度 

医師数 29万人 32 ～ 34万人 

看護職員数 141万人 195万人 ～ 205万人 

在宅医療等（１日あたり） 17万人分 29万人分 

                                       

Ⅳ 病院を取り巻く状況 

出典：社会保障・税一体改革で目指す将来像（厚生労働大臣提出資料）抜粋
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Ⅳ 病院を取り巻く状況

 

 

タ等より算出）

性期病院として

３病院しか存在しない状況です。 

ております。ま

数は985件で、

割合が高く、第

三次救急医療機関としての機能を果たしています。 

また、いわき医療圏における患者流出入状況を確認すると、いわき医療圏外へ

の流出は少なく、圏内への流入も多くはない状況です。すなわち、いわき医療圏

の特徴として、圏域内で医療が完結している状況であることが理解できます。 

東日本大震災及び原発事故発生以降、人口動態の変化等に伴い、医療環境は変

化しつつありますが、いわき医療圏内で医療を完結させるという姿勢は、県内の

第三次救急医療を担う当院として、引き続き、堅持していく必要があります。

 

                                       

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                      

２ 外部環境分析（医療圏の医療環境に関する分析） 

当院が所在するいわき医療圏では、推計患者数（厚生労働省デー

に対する病床数（一般急性期病床）が比較的充足傾向にあり、急

位置付けられるＤＰＣ対象病院は、当院を含め、

特に、いわき市消防本部の平成23年のデータによると、当院における救急搬送

の受入件数は4,615件で、市内救急搬送件数全体の約39％を担っ

た、救急搬送された患者のうち、当院における重症患者の受入件

救急搬送された重症患者数全体の約68％を占め、重症患者の受入

出典：「社会保障改革に関する集中検討会議」（厚生労働省提出資料）
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○ 市内救急搬送の受入               （単位：件） 状況（平成２３年）               

管 内 医 療 機 関 

そ の 他 医 療 機 関
重 症

磐 城

病

急 告 その他二次

輪番制病院 病 院

管 外 

機 関 
計 

度 

分 類 
総 合  救

共 立 院 病

示 

院 診 療 所
医 療

30 104 5 10 1 17626
死 亡 

(17.0 (59.1 (14.8%) %) (0.6%) (100.0%)%) %) (2.8 (5.7%)

9 2 38 1,44285 283 92 21 3
重 症

8.3 (19.6 (6.4%) %) .6% (2.6%) (100.0%)
 

(6 %) %) (1.5 (1 )

2,6 2 17 100 5,65732 ,113 539 94 9
中 等 症 

 (37.4%) (9.5%) (1.7%) (1.8%) (100.0%)(46.5%) (3.2%)

96 2,413 633 35 4,6588 466 143
軽 症

0. (51 (10.0%) %) .6 (0.8%) (100.0%)
 

(2 8%) .8%) (3.1 (13 %)

0 0 0 0 0 35 35
そ の 他 

(0.0%) (0.0%) (0.0%) ) (0.0%) (10(0.0% 0.0%) (100.0%)

4,615 4,913 1,123 263 845 209 11,968
計 

(2.2%) (7.1%) (1.7%) (100.0%)(38.6%) (41.1%) (9.4%)

※  出典：いわき市 

救急搬送受入件数に関する構成比率を示す。                        消防本部 

 

ります。特に、

平成23年３月

した。 

向けた取組み

の必要性が明確になるとともに、目標管理の仕組みを定着させることも組織力強

化の重 で ことが 認できました

なお、分析の結果、病院の経営上、次の４点が主な課題となります。 
 

意 査によ 織活性度判定（平成２３年度

                                       

 下段の割合（％）については、重症度ごとの医療機関別              
管外(市外)搬送 

は全体の2％弱 

３ 内部環境分析（病院の経営・組織に関する分析） 

当院の内部環境については、経営・組織の視点から分析・調査を実施しました。 

当院の財政状況は、ここ数年来、非常に厳しい状況が続いてお

平成22年度の旧常磐病院との統合による一時的な人件費の急増や、

に発生した東日本大震災及び原発事故の影響は、更なる経営の窮境要因となりま

また、組織面においては、職員意識調査を に実施し、組織活性化

点課題 ある 確 。 

○ 職員 識調 る組 ） 

活 性 型

組 織

意欲度・満足

以

であり、この

いくことが求め

度ともに平均点が５点

上をマークしている模範的な組織

状態を維持・継続して

られる。 

職員奮闘型

組 織

している、又はさせら

れていると感じているが、満足感が

不十分である組織であり、頑張りが

長続きしない可能性がある。 

職員は努力を

温 室 型

組 織

職員の満足度は高いものの、意欲が

低い傾向にある組織であり、能動的

な働きが少なく、組織が緩んだ状態

である可能性がある。 

不 活 性 型

組 織

職員が職場環境に満足感を感じるこ

とができず、意欲的に働くこともな

いと感じている組織であり、いち早

く有効な対策を講じる必要がある。

     

5.5

 

  5.0

  

  

    
4.5

    

 

  

  

  4.0

3.5 4.0 4.5  5.0 

3.5
 

5.5 

  満 足 度  

活性型組織職員奮闘型組織 

不活性型組織 温室型組織

準職員奮闘 

型組織 

準活性

型組織

準温室 

型組織 

準不活性

型組織 

★ 
(意欲度) 4.47 

(満足度) 4.21 

 

意 

欲 

度 
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Ⅳ 病院を取り巻く状況

 

⑴

当たりの収益性

（以下「他病院」という。）と比較しても低

的であること

多いことを意

を進めるなど、

ただし、医師についても、

い診療科が見受けられることから、実情を把握することが必

 

等の関係から、

１病棟当たりの看護師配置数が他病院と比較して多くなっており、病棟の効率

成及び１病棟当

があります。 

層が、その病棟の機能に合

す。診療報酬の入院基本料は、患者の平均在

満たさない病棟

ため、現状の病

棟マネジメント及び病棟機能を見直していく必要があります。 
 

高い 

であり、他病院

抑制に加え、Ｄ

材料

 

⑷

材料費及び経費関係については、他病院と比較しても高い傾向にあることか

ら、今後、購買管理及び委託契約管理を徹底し、適正化を更に進めていく必要

があります。 

平成24年度及び平成26年度は、診療報酬改定に伴う薬価改定・材料価格改定

の年であり、病院が一致団結して購買管理を推進していく必要があります。 

また、委託契約については、これまで、複数年契約を締結するなど、委託費

用の低減に向けた取組みを推進してきました。今後は、関連情報の収集に努め

 職員１人当たりの収益性が低い 

当院は、旧常磐病院との統合の影響はあるものの、職員１人

が、同規模類似機能の自治体病院

い状況にあります。 

この状況は、医師１人当たりの収益性が他病院と比較して平均

を踏まえると、医師数に対する他職種の割合が、他病院に比し、

味しており、経営状況の改善を図るためには、職員配置の適正化

特に医師以外の収益性を高めていく必要があります。

一部、収益性の低

要です。 

⑵ 病棟の効率性が低い 

現在の病棟構成は、１病棟当たりの病床数が少なく、夜勤回数

性を高める上での阻害要因となっています。そのため、病棟構

たりの病床数の適正化を図り、病棟の効率性を高めていく必要

また、一部の病棟においては、入院している患者

致していない状況が見受けられま

院日数や病態等に応じて定められていることから、その基準を

運用や患者構成は、収益性を低下させる要因となります。その

⑶ 医業収益に占める材料費の割合が

医業収益に占める材料費の割合は27.5％（平成22年度実績）

と比較しても高い状況にある。購買の適正化による購入価格の

ＰＣデータを活用した診療科ごとの診療プロセス管理を行うことにより、

の使用の適正化を図っていく必要があります。 

 購買管理・委託契約管理の見直しの必要性 
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 Ⅳ 病院を取り巻く状況

 

務の見直しを検討することなどを通じて、適正化を

更に進めていく必要があります。 

環境、内部環境）による当院を取り巻く経営

環境の調査 、「経営改

 

⑴ 病院の役割と目指す医療機能の方向性 

ていることか

であります。 

定の定義付けと

断群分類に基づく定額報酬算定制度）

における病院群別・評価体系」が導入されましたが、当院は、自治体病院とし

（平成24年度現

）への位置付けとなりました。 

成26年度におけ

、「ＤＰＣ病院Ⅱ群」（平成24年度現

目指し、計画の重点事項として取組みを推進

していくこととします。 

、 期病院としての機能強化を図るた 医療機関との機能

分化と連携をより一層深めていくこととします。 
 

○ ＤＰＣ制度 Ⅲ群） 

 施設数（平成24年度）

るとともに、現状の契約業

 

４ 総括（まとめ） 

３つの視点（医療政策動向、外部

・分析を通じ、「病院の役割と目指す医療機能の方向性」

善の必要性と方向性」について総括します。 

医療政策の方向性が、より一層の医療機能の細分化を目指し

ら、当院としての病院の方向性を明確に示すことは極めて重要

平成24年度の診療報酬改定においては、高度急性期病院の一

なる「ＤＰＣ制度（急性期入院医療の診

て幅広い医療領域を担っている現状から、「ＤＰＣ病院Ⅲ群」

在：全国1,335施設

そのため、当院は高度急性期医療を担う医療機関として、平

る次期診療報酬改定までの２ヵ年を通じ

在：全国90施設）への位置付けを

また 高度急性 め、地域

における病院群（ＤＰＣ病院Ⅰ群～

分  類 要    件    等

ＤＰＣ病院Ⅰ群 大学病院本院 全国80施設 

ＤＰＣ病院Ⅱ群 

大学病院本院に準じた一定以上の「診療密度」、「医師研修

の実施」、「高度な医療技術の実施」、「重症患者に対する

診療の実施」の４つの実績要件を満たす病院 

全国90施設 

ＤＰＣ病院Ⅲ群 「ＤＰＣ病院Ⅰ群」及び「ＤＰＣ病院Ⅱ群」以外の病院 全国1,335施設 
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⑵ 経営改善の必要性と方向性 

当院においては、東日本大震災や原発事故、病院統合による

の、将来的な新病院建設に向けての健全な経営体制の構築を最優先事項とする

必要があることから、計画では、「市立病院改革プラン」の内容を発展させ、

平成24年度（計画１年目）における経常収支黒字化（同プラン

記載の平成25年度における中期的経営目標『「経常黒字（経常

以上）」

影響が残るもの

収支計画に参考

収支比率100％

の達成』について１年前倒しするもの）を実現すべく、計画期間３ヵ

部環境分析において抽出された経営課題については、計画期間中に

発足等を通じ

推進していく

       

       

       

     

       

       

       

       

       

       

                                       

                                       

                                       

                                       

                                       

                                       

                                       

年における重点施策等の取組みを通じ、抜本的な経営改革を推進していくこと

とします。 

特に、内

改善を図っていくことを基本とし、各種プロジェクトチームの

て、多職種の参画のもと、全職員一丸となって経営改善を実行・

こととします。 

                                       

                                

                                

                                

                                       

                                  

                                

                                

                                

                                       

                                       

                                

                                

                                

医療を取り巻く厳しい経営環境 

病院の役割と目指す 

医療機能の方向性 

平成２６年度に 

ＤＰＣ病院Ⅱ群 

経営改善の必要性と 

方向性 

平成２４年度に経常黒字 

（経常収支比率100％以上）

 

高度急性期医療機関 

としての使命・役割 

医療政策 

動向分析 

 

第三次救急医療機関 

としての使命・役割 

外部環境

分   析

 

活性型組織への発展 

性の向上 と生産

内部環境

分   析

安定した経営基盤の確立 

病院の役割と目指す 

医療機能の方向性 

平成２６年度に 

ＤＰＣ病院Ⅱ群 

平成２４年度に経常黒字 経営改善の必要性と 

方向性 （経常収支比率100％以上）
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Ⅴ 計画の３ヵ年ビジョン及び基本方針

 Ⅴ 計画の３ヵ年ビジョン及び基本方針 

の推進 

及び職員がいきいきと意欲を持って働ける組織づくりの推進 

                                       
 

計画の３ヵ年ビジョンは、病院の基本理念及び基本方針に加え、特に計画期間

針となるもので

分析結果等を踏まえるとと

営に欠かすことができない、「職員の視点」、「市民の視点」及び

設定したものであり、病院内外への

 

⑴ 職員の視点 

 

⑵ 市民の視点 

は、利用する市民あってこそ成り立つもの 

けるもの 

 

２

向上 

としての機能強化 
 

基本方針Ⅲ 将来にわたり安定した経営基盤の確立 

                                       
 

計画の基本方針は、３ヵ年ビジョンを実現していくための行動方針を明確にす

るものであり、３つの基本方針に基づき、それぞれ３ヵ年における重点施策等を

設定しながら、具体的な施策・事業に取り組みます。 
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１ 計画の３ヵ年ビジョン 

                                       

新病院建設に向けた経営健全化の達成と高度急性期医療

３ヵ年における病院の目指すべき方向性、更には、職員の行動指

す。 

このビジョンは、当院を取り巻く経営環境の調査・

もに、病院経

「病院の視点」の３つの視点に重点を置いて

理解の浸透を図り、ビジョン達成に向けた取組みを推進します。 

病院運営の前提は、職員あってこそ成り立つもの 

病院運営
 

⑶ 病院の視点 

病院運営の継続は、経営の安定化があってこそ成り立ち続

 計画の基本方針 

                                       

基本方針Ⅰ 「活性型組織」に向けた目標・目的意識の
 

基本方針Ⅱ 地域における高度急性期医療のコントロールタワー 

Ⅴ 計画の３ヵ年ビジョン及び基本方針 



 Ⅵ 基本方針に基づく重点施策等

 

 Ⅵ 基本方針に基づく重点施策等 

 

 

 「活性型組織」に向けた目標・目的意識の向上 
 

計画の基本方針、更には、ビジョンを具現化するため、それぞれの基本方針に応

じた３ヵ年における重点施策等を設定し、具体的な施策・事業に取り組みます。 

１

 
１ 「活性型組織」に向けた目標・目的意識の向上  
    
  
  ⑴ 目標管理システムの構築 
    
  
  ⑵ 診療科別予算制度の確立 
    
  
  ⑶ 人事評価 検討 制度導入の
    
  
  ⑷ 内部企画広報体制の強化 

 

平成25年度 

仕組み化の年 -

平成26年度 

- 改善・計画の年 -
主 要 評 価 指 標 

平成24年度 

- 実践の年 - - 

組織活性度 

（職員意欲度×職員満足度） 
準職員奮闘型 準活性型 活性型 

 

ム

具体的には、各診療科、各部門において、

設定し、進行管理を行います。 
 

 - - 仕組み化の年 -

平成26年度 

- 改善・計画の年 -

⑴ 目標管理システ の構築 

平成24年度より、目標管理システムを導入します。 

基本とする行動目標及び重点的に

取り組むべき事項等を

取 組 項 目 
平成24年度 

- 実践の年

平成25年度 

目標管理システムの構 討 見直し・実行 築 検 ・構築 試 行 

 

長期的な経営の安定化を目指し、診療科ごとの効率的な予算体系を構築する

ため、診療科別予算制度の確立を目指します。 
 

取 組 項 目 
平成24年度 

- 実践の年 - 

平成25年度 

- 仕組み化の年 -

平成26年度 

- 改善・計画の年 -

⑵ 診療科別予算制度の確立 

診療科別予算制度の確立 検 討 構築・試行 見直し・実行 

診療科別原価計算の 

見直し 

「現状システムの見直し」又は「新規システムの構築」に

よる対応 

Ⅵ 基本方針に基づく重点施策等 
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 Ⅵ 基本方針に基づく重点施策等

 

⑶

職員意識調査

び を 評 を検討します。 
 

目 
平成24年度 

- 実践の年 - 

平成25年度 

- 仕組み化の年 -

平成26年度 

- 改善・計画の年 -

 人事評価制度導入の検討 

評価・処遇が職員の意欲の維持・向上に大きく影響するという

の結果から、⑴及 ⑵の取組み 軸とした人事 価制度の導入

取 組 項

人事評価制度導入の検討 検 討 検 討 検討・構築 

 

⑷ 内部企画広報体制の強化 

の た し たり、院内にお

体 、職 参画 を図ります。 
 

取 組 項 目 
平成24年度 平成25年度 

 -

平成26年度 

- 改善・計画の年 -

３ヵ年ビジョン 実現に向け 取組みを徹底 て進めるに当

ける企画及び広報 制を強化し 員の経営 意識の向上

- 実践の年 - - 仕組み化の年

内部企画広報体制の強化 ＰＴ発足・検討 構築・試行 見直し・実行 

 

 地域における高度急性期医療のコントロールタワーとしての機能強化 
 

 

２

２ 地域における高度急性期医療のコントロールタワーとしての機能強化  
    
  
  ⑴ 医療機能の強化 
    
  
  ⑵ 病棟・病床機能の強化 
    
  
  ⑶ 地域連携の強化と推進 

 

主 要 評 価 指 標 
平成26年度 

- 改善・計画の年 -

平成24年度 

- 実践の年 - 

平成25年度 

- 仕組み化の年 -

ＤＰＣ制度における

病院群別・評価体系 
Ｃ病 Ｐ ＤＰＣ病院Ⅱ群 

 
ＤＰ 院Ⅲ群 Ｄ Ｃ病院Ⅲ群 

 

⑴ 

の 用、 技術力の向上に伴う高難易度症

例の増加など、高度急性期病院として、医療機能の更なる向上を図ります。 
 

取 組 項 目 
平成24年度 

- 実践の年 - 

平成25年度 

- 仕組み化の年 -

平成26年度 

- 改善・計画の年 -

医療機能の強化 

医師等の医療職 積極的な採 医療の質・

医療機能の強化 

～ 医療スタッフ機能の充実 ～ 
見直し・実行 見直し・実行 見直し・実行 

医療機能の強化 

～ 施設・設備機能の充実 ～ 
見直し・実行 見直し・実行 見直し・実行 

 - 21 -



 Ⅵ 基本方針に基づく重点施策等

 

⑵

機能の再編を図

経営的な改善及び現場における業務効

ら、病棟機能の

用の めて 病床管理機能の強化による「適

 
平成24年度 平成25年度 

仕組み化の年

平成26年度 

- 改善・計画の年 -

 病棟・病床機能の強化（機能面・管理面） 

当院における患者の疾病構造及び病棟運用の現状から、病棟

ることにより、医療の質の向上に加え、

率的な改善効果が期待できます。 

そのため、再度、現有経営資源の効果的な活用という観点か

見直しを図ります。 

また、病床利 効率性を高 いくため、

正入院・適正退院」を推進します。 

取組項目・数値目標 
- 実践の年 - -  -

病棟機能の強化（機能面） 

編 ～ 
検討・実行 見直し・実行 見直し・実行 

～ 病棟単位の再

病床機能の強化（管理

促進
足 ー 見直し・実行 

面） 

 ～ 
ＰＴ発 ・検討 ル ル化・試行 

～ 適正入退院の
【数値目標】 

病床利用率（一般病床） 

稼動病床数基準 

 

 

85.0％程度 

 

 

85.0％以上 

（許可病床数基準） （80.0％程度） （80.0％以上） 

 

 

85.0％以上 

（80.0％以上） 
 
※ 数値目標の設定に当たっては、平成23年度における当院の現状値80.2％（稼動病床数基準）〔76.7％

病院における平均値

（許可病床数基準）

各年度の目標

向としては、許可病床数≒稼動病床数の状況にある。） 
 

（許可病床数基準）〕について、平成22年度の病床数500床以上の全国類似自治体

84.3％（許可病床数基準）と、そのうち黒字を達成している病院の平均値84.9％

〔※ 平成22年度の地方公営企業年鑑（総務省自治財政局編）による〕とを比較考慮し、

値を決定したものである。（他病院の傾

 

⑶ 地域連携の強化と推進 

当院においては、 医 急 的見識を要する専

など、本来の担うべき機能に集中するため、

 
 

数 値 目 標 
成24 平成 平成26年度 

- 改善・計画の年 -

高度急性期 療や第三次救 医療、専門

門外来 地域における医療機関との

連携強化及び機能分担を推進します。

平 年度 

- 実践の年 - - 仕組み化の年 -

25年度 

地域連携体制の強化・ 

推進 
ＰＴ発足・実行 ルール化・実行 見直し・実行 

【数値目標】 

紹 介 率 
 

68.0％程度 70.0％程度 75.0％程度 

【数値目標】 

逆紹介率 
 

52.0％程度 55.0％程度 60.0％程度 

 
※ 数値目標の設定に当たっては、地域医療支援病院の承認要件となる「紹介率が60％を上回り、逆紹

介率が30％を上回ること」を基本としながら、平成23年度の当院の現状値である、紹介率66.1％及び

逆紹介率50.6％を考慮し、各年度の目標値を決定したものである。 
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３ 将来にわたり安定した経営基盤の確立 
 

 
３ 将来にわたり 定した経安 営基盤の確立  
    
  
  ⑴ 診療報酬適正化の推進 
    
  
  ⑵ 医業費用適正化の推進 
   
  

 ⑶ 地 会計 しへの適切な対応 方公営企業 基準の見直 

 

主 要 評 価 指 標 
24 平成 平成26年度 

- 改善・計画の年 -

平成 年度 

- 実践の年 - - 仕組み化の年 -

25年度 

【数値目標】 

経常収支比率 100.0％以上 100.0％以上 100.0％以上 
  
※ 数値目標の設定に当たっては、計画期間における収支見通し等を踏まえ、各年度

 

の目標値を決定し

たものである。 

 

部門間の情報伝達や部門横断的な取組みを評価する診療報酬項目に対し、今

後、更なる算定強化を とと 4 酬改定も踏まえ、

視 請 つ る強化・改善を図

ります。 
 

 
- 実践の年 - 

平成25年度 

- 仕組み化の年 -

平成26年度 

- 改善・計画の年 -

⑴ 診療報酬適正化の推進 

推進する もに、平成2 年度の診療報

地域との連携にも 点を置いた 求の仕組みに いて、更な

取 組 項 目
平成24年度 

診療報酬適正化の推進 

～ 部門間情報伝達の改善 ～ 
化・実行 見直し・実行 ＰＴ発足・実行 ルール

診療報酬適正化の推進 

～ チーム医療の推進
ＰＴ発足・実行 ルール化・実行 見直し・実行 

 ～ 
 

の

料、委託費の各種契約の見直しを進めます。 

の 徹底 化 通じ、超過勤務手 

当の圧縮を図ります。 
 

取 組 項 目 
平成24年度 

- 実践の年 - 

平成25年度 

- 仕組み化の年 -

平成26年度 

- 改善・計画の年 -

⑵ 医業費用適正化 推進 

医薬品・診療材

また、現場職員 業務管理の 、業務効率 の推進等を

医業費用適正化の推進 

～ 購買価格の適正化 ～ 
ＰＴ発足・実行 見直し・実行 見直し・実行 

医業費用適正化の推進 

～ 業務効率の改善 ～ 
ＰＴ発足・実行 見直し・実行 見直し・実行 
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⑶

、平成26年度における予算及び決算から適

、 を
 

目 
平成24年度 

- 実践の

平成25年度 

- 仕組み -

平成26年度 

- 改善・計画の年 -

 地方公営企業会計基準の見直しへの適切な対応 

地方公営企業会計基準が改正され

用されるに当たり 適切な対応 図ります。 

取 組 項
年 - 化の年 

地方公営企業会計基準 
実 行 

見直しへの対応 
検 討 方針決定 

 

 継続的取組事項（「市立病院改革プラン」からの継続的取組み） 
 

 

４

４ 継続的取組事項（「市立病院改革プラン」からの継続的取組み）  
    
  
  ⑴ 医療を担う人材の確保と育成 
    
  
  ⑵ 患者サービスの充実等 
    
  
  ⑶ 危機管理体制の充実 
    
  
  ⑷ 新たな経営形態の検討 
    
  
  ⑸ ＩＣＴの効果的活用と情報セキュリティ対策の強化 
    
  
  ⑹ 定員管理の適正化 

 

⑴ 医療を担う人材の確保と育成 

師 看 等 や事務職員等の 

立つ労働集約型の事業であり、医療の質の向上や経営改善

人的資源の確保と職員の質の向上は重要であることから、今後

をはじめとする医療を担う人材の確保と育成に取り組みます。 
 

目
平成24年度 

践の

平成25年度 

 仕組

平成26年度 

- 改善・計画の年 -

病院事業は、医 をはじめ、 護師、薬剤師 の医療従事者

協働作業により成り

を進める上で、

とも、医師

取 組 項  
- 実 年 - - み化の年 -

医療を担う人材の確保と育成 
 

 

■ 医師採用の多元化等 

■ 修学資金貸与制度の実施 

■ 臨床研修医の育成・定着 

■ 医療職の研究研修等の充実 

■ 院内保育所の充実 

■ 看護師の育成等（看護学院の運営） 

■ 職種間での役割分担の推進 

■ 医師事務補助職員の配置 
 

見直し・実行 見直し・実行 見直し・実行 

■ 医師の処遇改善 
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⑵

体制を整備す

・コンセントの徹底等を通じ、

実 す
 

目 
平成24年度 

- 実践の年 - 

平成25年度 

- 仕組み化の年 -

平成26年度 

- 改善・計画の年 -

 患者サービスの充実等 

患者の視点に立った安全で安心な質の高い医療を提供できる

るため、患者満足度調査の実施やインフォームド

患者サービスの充 等を図りま 。 

取 組 項

患者サービスの充実等 
 

■ 職員研修の充実 

 

 

時間の短縮 

正化 

■ インフォームド・コンセントの徹底 

■ 地域がん診療連携の推進 

進 

見直し・実行 見直し・実行 見直し・実行 

■ 患者満足度調査の実施

■ 外来患者の待ち

■ 看護師配置の適

■ 情報提供の充実・拡大 

■ 適正な時間外受診の推 

 病院機能評価の更新認定 検討・見直し 受 審 認 定 

 

実 

急 有 、

定されており、東日本大震災での経験を教訓に、地域における中核病院として

の役割を改めて認識し、関係機関等との連携を強化するなど、危機管理体制の

ま
 

取 組 項 目 
平成24年度 

- 実践の年 - 

平成25年度 

- 仕組み化の年 -

平成26年度 

- 改善・計画の年 -

⑶ 危機管理体制の充

当院は、救命救 センターを するとともに 地域災害医療センター等に指

更なる充実を図り す。 

危機管理体制の充実 
 

■ 救命救急センターの充実 

 ■ 地域災害医療センター機能の充実 

■ 災害時派遣医療チームの拡充  

見直し・実行 見直し・実行 見直し・実行 

 

⑷ 新たな経営形態の検討 

将来にわたり、質の高い医療を安定的に提供していくため、医療を取り巻く

環境の変化や他病院の動向、実績等を的確に見極めながら、新たな経営形態に

ついて、調査・検討を行い、計画期間内に方針を決定します。
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取 組 項 目 
成2

- 実践の年

平

- 仕組

平成26年度 

- 改善・計画の年 -

平 4年度 

 - 

成25年度 

み化の年 -

新たな経営形態の検討 検 討 検 討 方針決定 

 

チーム医療の促進等を更に進めていく

情 ティ し 院情報システムの

効果を最大限に活用した適切な運用を図ります。 
 

 
- 実践の年 - 

平成25年度 

- 仕組み化の年 -

平成26年度 

- 改善・計画の年 -

⑸ ＩＣＴの効果的活用と情報セキュリティ対策の強化 

患者サービスの向上や業務の効率化、

ため、今後とも、 報セキュリ 対策を徹底 ながら、病

取 組 項 目
平成24年度 

電子カルテシステムの 

更新整備 
検討・整備 検討・整備 運 用 

情報セキュリティ対策の 

強化 
見直し・実行 見直し・実行 見直し・実行 

 

⑹ 定員管理の適正化

今後とも、引き続 弾 の 組織の能力の開

、医療機能を踏まえた果たすべき役割や患者動向による診療体

応じた必要な人員 配置を行うこ とし、適正 定員管理に努めます。 
 

・数値目
- 実践の年 - 

平成25年度 

- 仕組み化の年 -

平成26年度 

- 改善・計画の年 -

 

き、多様で 力的な任用等 推進や職員・

発等を図る一方

制等に の と な

取組項目 標 
平成24年度 

定員管理の適正化 見直し・実行 見直し・実行 見直し・実行 

【数値目標】 

職員給与費対医業収益比率 

（退職給与金を除く） 

 

58.0％程度 

（51.0％程度） 

 

57.0％程度 

（50.0％程度） 

 

55.0％程度 

（49.0％程度） 
 
※ 数値目標の設定に当たっては、計画期間における収支見通し等を踏まえ、各年度の目標値を決定し

たものである。 
 

※ なお、平成23年度における当院の現状値60.4％（退職給与金を除く51.0％）に対し、平成22年度の

病床数500床以上の全国類似自治体病院における平均値が49.0％（退職給与金を除く46.4％）、また、

そのうち黒字を達成している病院の平均値が48.3％（退職給与金を除く45.7％）〔※ 平成22年度の地

方公営企業年鑑（総務省自治財政局編）による〕となっている状況にあることから、平成24年度から

平成26年度にかけての計画期間における数値目標は、過渡期の段階にある当面の目標として設定した

ものであり、今後、定員管理の適正化等を進め、将来的には職員給与費対医業収益比率50.0％程度（退

職給与金を除く45.0％程度）を目指すなど、長期にわたり対策を講じていく必要がある。 
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５

行 て 取 す。（再掲） 
 

 重点施策等の３ヵ年実行計画 

重点施策等の３ヵ年実 計画につい 次のとおり り組みま

主要評価指標・取組項目・数値目標 
平成24年度 

実践の年 

平成25年度 

仕組み化の年 

平成26年度 

改善・計画の年

Ⅰ 「活性型組織」に向けた目標・目的意識の向上 

 
（職員意欲度×職員満

組織活性度 
準職員奮闘型 準活性型 活性型 準職員奮闘型 準活性型 活性型 

足度） 

Ⅱ 地域における高度急性期医療のコントロールタワーとしての機能強化 

 
評価体系 

ＤＰＣ制度における病院群別・
Ｃ Ｄ  ＤＰＣ病院Ⅱ群ＤＰ 病院Ⅲ群 ＰＣ病院Ⅲ群

Ⅲ 将来にわたり安定した経営基盤の確立 

基

本

方

針

 経常収支比率 100.0％以上 100.0％以上 100.0％以上 

 

⑴  目標管理システムの構築 検討・構築 試行 見直し・実行 

⑵  診療科別予算制度の確立 検討 構築・試行 見直し・実行 

価計算の
「現状システムの見直し」又は「新規システムの構築」

見直し
による対応 

⑵-2 診療科別原 

⑶  人事評価制度導入の検 検討・構築 討 検討 検討 

基

本

方
針

Ⅰ 

体制の強 Ｔ発 見直し・実行 ⑷  内部企画広報 化 Ｐ 足・検討 構築・試行 

⑴  医療機能の強化 

～医療スタッフ機能の充実～
見直し・実行 見直し・実行 見直し・実行 

⑴-2 医療機能の強化 

～施設・設備機能の充
見直し・実行 見直し・実行 見直し・実行 

実～ 

⑵  病棟機能の強化（機能面） 
検討・実行 見直し・実行 見直し・実行 

～病棟単位の再編～ 

⑵-2 病床機能の強化（管理面） 

促進～
発 ル  見直し・実行 

～適正入退院の  
ＰＴ 足・検討 ール化・試行

基

本

方
針

Ⅱ

の強化 発 ル  見直し・実行 

 

⑶  地域連携体制 ・推進 ＰＴ 足・実行 ール化・実行

⑴  診療報酬適正化の推進 

～部門間情報伝達の改善～
ＰＴ発足・実 ルール 行 見直し・実行 行 化・実

⑴-2 診療報酬適正化の推進 

～チーム医療の推進～ 
ＰＴ発足・実行 ルール化・実行 見直し・実行 

⑵  医業費用適正化の推進 

～購買価格の適正化～ 
ＰＴ発足・実行 見直し・実行 見直し・実行 

⑵-2 医業費用適正化の推進 

～業務効率の改善～ 
ＰＴ発足・実行 見直し・実行 見直し・実行 

基

本

方
針

Ⅲ 

⑶  地方公営企業会計基準 

見直しへの対応 
検討 方針決定 実行 
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 Ⅵ 基本方針に基づく重点施策等

 

平成

実践の年 仕組み化の年 

平成26年度 

改善・計画の年
主要評価指標・取組項目・数値目標 

24年度 平成25年度 

⑴  医療を担う人材の確保と育成    

 ■ 医療職の研究研修

■ 医師の処遇改善 

 

与制度の実施 

 

等の充実 

実 

営

割分担の推進 

職員の配置 

見直し・実行 見直し・実行 見直し・実行 

■ 医師採用の多元化等

■ 修学資金貸

■ 臨床研修医の育成・定着

■ 院内保育所の充

■ 看護師の育成等（看護学院の運 ） 

■ 職種間での役

■ 医師事務補助

⑵  患者サービスの充実等    

■ 職員研修の充

 
■ 看護師配置の適正化

実 

の実施 

時間の短縮 

 

■ インフォームド・コンセントの徹底 

 

連携の推進 

推進 

直し・ 見直し・実行 見直し・実行 

■ 患者満足度調査

■ 外来患者の待ち

■ 情報提供の充実・拡大

■ 地域がん診療

見 実行 

■ 適正な時間外受診の

 病院機能評価の更新認定 検討・見直し 受審 認定 

⑶  危機管理体制の充実    

 ■ 地域災害医療センター機能の

■ 救命救急センターの充実 

充

ムの拡充 
直 見 見直し・実行 実 見

■ 災害時派遣医療チー

し・実行 直し・実行 

⑷  新たな経営形態の検討 検討 検討 方針決定 

⑸ の更新 

整備 
運用 

 電子カルテシステム
検討・整備 検討・整備 

⑸-2 情報セキュリティ対策の強化 見直し・実行 見直し・実行 見直し・実行 

継

続

的

取

組

事

項 

⑹  定員管理の適正化 見直し・実行 見直し・実行 見直し・実行 

２⑵  病床利用率（一般病床

基準 

（許可病床数基準） 

5.

（80.0％程度） （80.0％以上） 

 

85.0％以上 

（80.0％以上） 

） 

稼動病床数

 

0％程度 

 

85.0％以上 8

２⑶  紹介率 68.0％程度 70.0％程度 75.0％程度 

２⑶-2 逆紹介率 52.0％程度 55.0％程度 60.0％程度 

３    経常収支比率（再掲） 100.0％以上 100.0％以上 100.0％以上 

数

値

目

標 

４⑹  職員給与費対医業収益比率

（退職給与金を除く） 

58.0％程度 

（51.0％程度） 

57.0％程度 

（50.0％程度） 

55.0％程度 

（49.0％程度） 
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 Ⅶ 計画の推進体制

 

 Ⅶ 計画の推進体制 

１ 

施策等ごとに部門横断的なプロジェクトチームを組織し、病院

型の経営改善に

ロジェクト会議」における協議・検討を

 
 

 

Ⅶ 計画の推進体制 

重点施策等の推進体制 

重点施策等の推進に当たっては、推進力を高めるとともに、意思決定の円滑化

を図るため、重点

経営層（副院長以上）をプロジェクトリーダーとして、短期集中

取り組んでいきます。 

また、プロジェクトチームにより検討された具体的な取組み内容については、

各プロジェクトを統括する「経営改善プ

経て、最高意思決定組織である「経営会議」に報告され、実践内容を決定します。

経営改善プロジェクト会議 各プロジェクトチームの統括 

病 床 機 能 強 化 Ｐ Ｔ 病床利用率の安定化に向けたベッドコントロール機能の検討 

診 療 報 酬 適 正 化 Ｐ Ｔ 診療報酬の算定強化・各部門の生産性向上等に向けた検討 

医 業 費 用 適 正 化 Ｐ Ｔ 購買、委託契約、消費・在庫の管理によるコスト適正化の検討

地 域 連 携 強 化 Ｐ Ｔ 地域における医療機関との連携強化に向けた検討 

プ
ロ
ジ
ェ
ク

報対策の検討 

ト
チ
ー
ム 

内部企画広報強化ＰＴ 職員の経営参画意識の向上に向けた企画広

 

るため、部門ご

込んだ「部門別

ります。 

 

討、また、そ

一方、「部門別アクションプラン」についても、各部門会議における検討、経

営会議における報告及び協議を通じて、その進捗を管理し、中期経営計画の推進

につなげていきます。 

                                       

 

 

 

２ 各部門における推進体制 

各部門が主体的に参画し、重点施策等のより効果的な進捗を図

とに、基本とする行動目標や重点的に取り組むべき事項等を盛り

アクションプラン」を作成し、計画の推進を図

３ 計画の進行管理体制 

「中期経営計画」については、各プロジェクトチームにおける検

れらを統括する経営改善プロジェクト会議、更には、

協議を通じて、その進捗を管理し、推進していきます。 

経営会議における報告及び

進行
管理

進行
管理

 

計画の 

推 進 

 

「中期経営計画」 

重点施策等 

の推進 
「部門別アクションプラン」の推進 
 
各部門会議による取組みの検討・実施・進行管理

各プロジェクト 

チームによる検討

経営改善プロジェクト 

会議における協議 
経営会議 

における 

協議・ 

決定 

進行
管理
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 Ⅷ 部門別アクションプランの作成

 

 Ⅷ 部門別アクションプランの作成 

 

具体的に進めて

むべき事項等を盛り込んだ「部門別アクションプラン」を作成し、進行管理を行う

 

、平成24年度から着手すること

とし、① 部門活性化、② 経営改善、③ 業務の効率性、④ 医療の質及び技術力

 医師の負担軽減という５つの視点に重点を置きながら、計画の実現

 

門、看護部門（管理・病棟・外来・特殊）、薬剤部門、

医療連携室、事

 

３ 部門別アクションプランの推進 

TION／改

の作成から進行 が主体的に

します。 

        
                     

        
        

                                         
                                         
                                         
                                         
                                         
                                         

Ⅷ 部門別アクションプランの作成 

計画の基本方針の実現と重点課題の改善を病院全体としてより

いくため、各年度において、部門ごとに、基本とする行動目標や重点的に取り組

とともに、部門間相互の取組みへの連携・協力を進めます。 

１ 部門別アクションプラン作成の視点 

部門別アクションプランの作成に当たっては

の向上、⑤

性を高めます。 

２ 部門の設定 

部門については、診療部

栄養給食室、臨床工学室、臨床検査部門、中央放射線室、地域

務局（総務課・管財課・医事課）とします。 

部門別アクションプランを着実に推進していくため、各部門におけるＰＤＣ

Ａのプロセス（PLAN／計画 ⇒ DO／実行 ⇒ CHECK／評価 ⇒ AC 

善）を明確化し、プラン 管理に至るまで、各部門自ら

取り組むことにより、計画の基本方針の実現と重点課題の改善を目指 
                                 

                    

                                 

                                 

実行（DO） 
目標の実現

を持って主体的に参画 

と課題の解決

に向けた取組みに、責任

評価（CHECK） 
これまでの取組みを通じ

たプラン実現の進捗状況

について自らの取組みを

振り返り評価 

改善（ACTION） 
 
評価を踏まえ、次年度に

向けた行動目標と重点的

取組事項を新たに設定

し、取組みを推進 

計画（PLAN） 
 
行動目標と重点的

アクションプラン」の作

成 

取組事

項を盛り込んだ「部門別

部門会議 

経営会議 

➢ 行動目標・重点的 

取組事項の発表 

➢ 進捗・実績の報告 
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 Ⅸ 計間における収支見通し 

 

 

１ 

推進等を通じ、各種取組みを着

実に実践することにより、次のとおり経営改善を図り、持続可能な病院経営の確

立を目指します。 
 

益増

（単位：百万円） 

改善効果見込額（３ヵ年概算）

Ⅸ 計画期間における収支見通し Ⅸ 計画期間における収支見通し 

 

計画期間における主な経営改善見込み 

計画の重要施策や部門別アクションプランの

⑴ 収 加策 

 
目 

Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ 
主 な 内 容 項 

計 

病棟・病床 

化 
６６ ９９ ９９

再編等を進め、収益の

ます。 
６６ ９９ ９９

再編等を進め、収益の

ます。 
２６４

増加に努め
２６４

増加に努め

病床の病床の

機能の強

診療報酬の 

適正化 
２１ １ ６３３

診療報酬の適正化を図り、収

益の増加に努めます。 
１ ２１１ ２１

部門の活性 

化 
３０ ６０ ９０ １８０

部門別アクションプランを実践

めます。 し、収益の増加に努

計 １，０７７  ３０７ ３７０ ４００

 

費用縮減策 

単位：百万円） 

改善効果見込額（３ヵ年

⑵ 

（

概算） 
目 

Ｈ  
内 容 項 

計 
主 な 

２４ Ｈ２５ Ｈ２６

病棟・病床 

の再編 
８ ▲ ５８

病棟の統合等を進め、費用の

縮減に努めます。 
- - ▲ ５

定員管理の 

適正化 
- ▲ ３９ ▲ ２９１ ▲ ３３０

職員の定員管理の適正化を図

り、費用の縮減に努めます。 

医業費用の 

適正化 
▲ １７８ ▲ ２４７ ▲ ２４７ ▲ ６７２

薬品及び診療材料等の費用

の縮減に努めます。 

計 ▲ １７８ ▲ ２８６ ▲ ５９６ ▲1,060  
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 Ⅸ 計間における収支見通し 

 

２

減策の取組みが着実に実践でき、それぞれ

の改善効果見込額を達成した場合の推計です。 

（単位：百万円） 

区      分 Ｈ２４当初 Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ 

 計画期間における収支計画 

１に記載する収益増加策及び費用縮

総収益 18 18,604 87 18,517,117 18,4

 医業収益 15 45 16,275,875 16,182 16,2

 その他 2 42 2,242,242 2,422 2,2

総費用 18,391 18,203 18,18118,239 

 医業費用 17,917 17,739 17,71717,775 

  うち職員給与費 9,3 9,345 58 8,948 45 9,2

 その他 474 464 464 464

経常損益 ▲ 77 465135 350 3

純損益 ▲ 274 401 248 336

 （減価償却費等を除く） 1,803797 1,472 1,463 

収 

益

的

収 

支

7 48 5,812

 
 

 

累積欠損金 ,071 6,396 6,1

収 入 3 94 1,320,517 3,543 3,5

 うち企業債 2 04 454,033 1,957 1,8

支 出 4,311 4,270 4,448 2,127

 うち建設改良費 1,848 8061,887 3,032 

 うち企業債償還金 2,008 2,008 1,041 945

資 
 

54 ▲807

本

的 

収 

支 

差 引 ▲ 794 ▲727 ▲8

現金残高 419 1,161 1,770 2,766

企業債残高 4,466 4,390 5,153 4,662

一般会計繰入金 2,998 3,010 2,655 2,607

※ 「Ｈ２４当初」の欄は、平成24年度当初予算額である。 

※ 現時点においては、各年度の市からの繰入金額を算出することが困難であるため、各

年度の改善額には、市からの繰入金額の削減額として効果が表れるものが含まれる。 

※ 資本的収支のうち建設改良費の新病院建設に係る事業費については、「福島県浜通り

地方医療復興計画」に位置付けられた事業費を計上している。 

※ 平成26年度から、地方公営企業に対し、新たな会計基準が適用されることになるが、

当該収支計画については、現行の会計基準に基づき、作成したものである。 
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